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　国がめざす2040年の医療提供体制は，
患者側にとって，どこにいても必要な医
療を最適な形で受けることができ，医師・
医療従事者側にとっては，働き方改革に
より，より質が高く安全で効率的な医療
を提供できる医療提供体制の改革にある。

具体的には，①人員配置の最適化やICT
などの技術を活用したチーム医療の推進
と業務の効率化，②医療の質や安全の確
保に資する医療従事者の健康確保や負担
軽減，③業務の移管や共同化（タスク・
シフティング/シェアリング）の浸透によ

り医師・医療従事者の働き方改革を推進・
実現，をめざしている（図1）。
　この医師からの業務の移管や共同化を
行う職種は多岐にわたっているが，この
うち医師から診療放射線技師への業務の
移管や共同化（タスク・シフティング/シェ
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図1　2040年を展望した医療提供体制の改革について
〔厚生労働省ホームページ「2040年を展望した医療提供体制の改革について（イメージ）」より引用転載〕
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特別企画 レントゲン博士没後100周年を迎えてのAll Japan Radiologyレントゲン博士没後100周年を迎えてのAll Japan Radiologyレントゲン博士没後100周年を迎えてのAll Japan Radiology

放射線診療体制の今日の動向を探る！




